京都府社会福祉法人経営者協議会

第２回　社会貢献事業特別委員会

平成26年2月5日（水）10:00～11:30

ハートピア京都　8階会館会議室

協議事項　

（１）京都府経営協としての社会貢献事業の取り組み　
・事業モデル（案）　…資料ＮＯ.1
・実施要綱（案）　　…資料ＮＯ.2
	【主な意見】

・社会貢献事業担当1名（新規雇用）、経営協事務局担当（府社協）、可能ならパート1名の３名体制が望ましい体制であるが、社会貢献事業担当1名（新規雇用）の人材確保が課題。予算規模から雇用形態は非正規になるが、福祉の素地があり動ける経験者となると難しい。
・モデル案では拠出金は200万設定だが、これは特別年会費で年間集まった寄付金額から想定している。特別年会費は常勤換算人数に500円乗じた金額だが、この金額で社会貢献をしていると胸張れるのか。

・拠出方法は有志からと、会費に上乗せという方法がある。

→事業は今後、非会員にも呼びかけ広げていきたいので、その場合有志で事業参加できる形の方が良い。また、会費に上乗せした場合、経営協からの退会につながる可能性がある。

・すでに社会貢献事業を実施している法人は、経営協として一緒にやる必要がないと言われないか。
→オール京都で実施するという意義やアピールの方法が広がるのでそれらを伝える。

・子どもの支援事業は、障害施設でも障害の有無に関わらず、子どもに来てもらえることになり、理解にもつながる。

・発達障害のボーダーラインの子どもの支援はできていない。どうしても自分達の種別ごとの間口から支援しがちなので保育園でも何かできないか。
・事業の内容としては、生活困窮者支援を柱に、中間就労支援や子どもの支援など枝を作っていく。

・事業の更なる具体化のために委員の法人からＣＳＷの対象者を選び、ワーキングチームを作ってはどうか。

・事業名は「京都社会貢献事業」

・実施主体は京都府社協にできないか。
→経営協との協働事業ではどうか（事務局より）
・来年度開始であれば、６月の総会前の理事会までに事業の具体化を図る必要がある。
・例えば6月の総会、セミナー、事業発足式など会員への周知、協力依頼するための方策を検討する必要がある。

・例えばどこかの圏域でモデル事業を開始し、その後京都府内全域で開始するというやり方もある。その方が協力法人に具体的に説明できるのでは。
・京都府社協が保有している処遇改善のための基金について、別途、検討してもらえるよう働きかけた。しかし、これに頼らない構えが必要。


《決定内容》
・拠出金は500万で予算案と設定し、拠出方法や金額等のパターン、事業実施までの工程表とワーキングチームの案を作成し、次回検討する。
（２）学識経験者・シンクタンクのメンバーについて　…資料ＮＯ.3
	【主な意見】

・学識経験者には事業開始してから、年に何回か方向性を見直すような形で来てもらえないか。
・シンクタンクについては、公認会計士等にポイントでチェックしてもらえないか。


《決定内容》
・本日の経営者セミナーの講師（学識経験者）に、事業アドバイザーとして年に１度来てもらえないか依頼する。

（３）その他
・次回：３月２５日（火）午後　開催予定

